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1章 研究の背景と目的1 

 

 グローバリゼーションが加速し、グローバル化に起因すると思われる社会問題の解決が急務

となっている。1991年 1月に開催されたダボス会議の席上では、国際社会で企業が果たすべ

き責任の重要性を示すグローバルコンパクトが提唱され、企業にとって社会的責任を果たすこ

とが重要なテーマであることが強く認識された。2010年 11月 1日には、社会的責任に関する

マネジメントシステム（ISO26000）が制定され、より実務的な面で企業の社会への配慮が求

められるようになった。また、2015年に期限を迎えるミレニアム開発目標（MDGs）2の達成

にも企業が貢献できる部分は大きく、国際協力の分野でも企業の強みを生かす BOPビジネス

やインクルーシブ・ビジネス3といった新たなビジネススタイルが注目されている。 

 本稿では環境分野で積極的な活動をしている音楽プロデューサー小林武史氏が代表を務め、

レストランやオンラインショップを経営する株式会社クルック（以下、クルック）と総合商社

の伊藤忠商事株式会社（以下、伊藤忠商事）がパートナーシップを組み、インドの綿栽培農家

の有機栽培転換を支援するプレオーガニックコットン（Pre Organic Cotton, POC）プログラム

を事例として取り上げる。同プログラムの特徴は以下の通りである。 

① インドの綿栽培農家の農薬の誤使用による健康被害軽減や貧困削減に貢献している。 

② 綿花栽培から最終製品販売に至るバリューチェーン全体にかかわる事業展開をしているた

め、国際協力に携わる非営利機関（ODA実施機関や NGO）が行う農業・農村開発プロジ

ェクトと比較して、販路の確保や事業の持続性の面で優位にあると考えられる。  

③ 上記のように社会・環境面での貢献をしながらも、営利事業として成長している。 

 

この事例分析を通して、 

 

① 営利目的の企業がビジネスを継続しながら社会的責任を充足していくことが可能で

あること（トリプルボトムラインを満たすビジネスは、民間レベルの国際協力プロ

ジェクトとしても有効であることを検証する）。 

② それを可能にする要因を成功事例から分析し、各ステークホルダーが必要とするイ

ンセンティブが何かを検証する。 

 

                                                           
1 本稿は中田康雄(2012.1)「綿製品のグローバルサプライチェーンを通じた継続的な社会的責任充足

の可能性－ステークホルダーのインセンティブを探る」（法政大学大学院環境マネジメント研究科

国際環境協力プログラム修士論文）を、ワーキングペーパー用に抜粋・加筆・修正したものである。 
2
 2000年 9月に採択された国連ミレニアム宣言をもとにまとめられた開発分野における国際社会共

通の目標。外務省 HP http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html 
3
 世界の人口の 3分の 2 を占める低所得層（Base of the Pyramid)をビジネスのターゲットとしてとら

えるのが BOP ビジネス理論である。インクルーシブ・ビジネスはその発展型であり、低所得層を

生産者や従業員としてのビジネスのパートナーとしてとらえ、公正な取引を通じて彼らの生活を改

善していこうと考え方であり、国際機関が推進している。 
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2章 理論的枠組み 

2-1. 戦略的 CSR 

 ポーターとクラマー4は企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility, 以下 CSR）につい

て、「責務としての CSR」と「戦略的な CSR」の 2つに分類し、戦略的 CSRこそが企業の競

争力を高めるとしている。企業が戦略的 CSRの導入を検討する際は、まずその事業領域や事

業活動を行う地域ごとに、社会的課題と自社との関係を整理する必要がある。図１に示す通り、

社会的課題は、自社のビジネスとの関連性の低いものから順に、一般的社会課題、自社のバリ

ューチェーンの社会的影響、自社の競争戦略と直結する社会的課題に分けられ、それぞれへの

企業の対応を①から④に示している。 

 

図 1 企業の社会との関係：戦略的アプローチ 

 

 

 （出典）Porter, M and Kramer, M. K., 2006, p.89 （一部修正）  

 

 ここで「①良き企業市民」とは、法令順守や寄付などのフィランソロフィー活動をさす。

「②バリューチェーンの負の外部影響を低減」とは、バリューチェーンがもたらすリスクを回

避するための活動である。①と②に分類されるのが、責務としての CSRであり、従来の CSR

活動に多く見られる。責務の CSRは企業に経済的効果をもたらすことを期待するものでもな

い。 

 一方の戦略的 CSRは主要業務に直結しており、社会的価値だけでなく経済的利益も期待さ

れる。「③社会的価値を創造するようなバリューチェーンの再編成」と、「④自社の競争戦略

上の重要な領域を強化するような戦略的社会的事業」が戦略的 CSRである。 

 戦略的 CSRの例として、③に該当するのがトヨタ自動車のプリウスである。同社はハイブ

リッドカーのプリウスを製造販売することにより、環境に配慮した企業という新たなポジショ

                                                           
4
 Porter, M and Kramer, M. K. 2006 “Strategy and society: The link between competitive advantage and 

corporate philanthropy.” Harvard Business Review 84(12): 78-92 
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ンを確立した。④に該当するのが、マイクロソフトが AACC（American Association of 

Community College）と共同で行った学生への ITトレーニングである。ITカリキュラムを教育

に取り込むことで、学生の情報リテラシーを高めると共に、IT産業の人材不足解消につなが

ることで双方に利益をもたらした。③と④はそれぞれに有効なツールであるが、更にこれらを

同時に実行できればより強力なツールになると考えられる。 

 その後、ポーターとクラマーは戦略的 CSRを共通価値（Creating Shared Value、以下 CSV）

の概念に発展させている。従来の CSRは企業にとっては追加的な活動であり、本業とは離れ

た位置付けとされていた。しかし CSV は企業が競争戦略を構築する上で不可欠な要素であり、

それにより企業の予算全体を再編する程の中心的位置付けとされている。社会的価値を創出す

ることが経済的価値を生み出す源になるのである。 

 従来多く見られた責務の CSR から CSV の考えに至った理由をいくつか考えることができる。

第一に、CSRがコストを伴うものであること。企業が存続していくためには、経済的利益は

不可欠なものであり、特に不景気が続く経済状況の中ではコスト削減の観点から CSRも縮小

傾向になる。社会的課題の解決を通して経済的利益を創出することが可能であれば、CSRを

継続することも可能となる。第二に、企業の強みは自社の事業領域にあり、本業と関連性のあ

る分野で CSRを行うほうが効率的に社会的課題の解決や社会的価値の創出を行える可能性が

高い。企業にとっても社会的課題を抱える側にとってもメリットのある選択肢であると考えら

れる。 

本稿で取り上げる POCプログラムは、担当者がこのような理論を用いて立案したわけでは

ない。有機栽培による綿花の調達という環境面への意識から出発したものの、あくまで通常の

ビジネスの一環だった。生産地への訪問をきっかけに健康被害や貧困の問題への取り組みが模

索され、戦略的 CSRの好事例として発展することになったと言える。 

 

2-2. ステークホルダーセオリー 

 エドワード・フリーマンら5
 はステークホルダーセオリーで、企業が出資者だけのものでは

なく、より多くの利害関係者（ステークホルダー）との関係によって存在していることを示し

た。ステークホルダーに含まれるのは出資者、従業員、顧客、サプライヤー、コミュニティな

どの様々な面で企業と利害関係を持つ主体である。そして、企業は出資者以外のステークホル

ダーにも配慮し、価値を提供する必要があると考えられる。ステークホルダーの中には経済的

利益以外の価値を望む主体も存在するため、経済的利益の最大化のみでは全てのステークホル

ダーを満足させることはできない。 

 また、従来の考えではステークホルダー間にはお互いの利益が相反するトレードオフの関係

が存在するとされていた。例えば、顧客の要求を満たすためにはサプライヤーに対してコスト

削減などの厳しい要求をする必要があり、両者の要求を同時に満たすことは困難である。しか

しステークホルダーセオリーではこれらのトレードオフを解消し、全てのステークホルダーの

                                                           
5
 R.Edward Freeman (2010) Strategic Management:A Stakeholder Approach,  Cambridge University Press. 

同書と同タイトルのオリジナル版は 1984年に発表されている。R.Edward Freeman, Jeffrey S. 

Harrison and Andrew C. Wicks (2007) Managing for Stakeholders Yale University Press 
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要求を同時に満たすことで、企業とステークホルダーが継続的に利益を享受することができる

と考えられる。 

本稿では基本的なステークホルダーの定義の中から、図 2で示すサプライチェーンに直接的

な関係が深いステークホルダーを考察の対象とする。6
 

 

図 2 ステークホルダー関係図 

 

 
 

（出典）R. Edward Freeman, et al., 2007, p.7を元に筆者作成 

 

 

 

 

 

 

                                                           
6
 その他にも、政府、競争相手、消費者団体、NGO、メディアなど、多くのステークホルダーが存

在する。最終的にはこれら全てのステークホルダーの要求を満たすことが企業の社会的責任を充足

していく上で重要である。 
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3章 事例の概要 

3-1. POCプログラムの経緯 

POCプログラムは、クルックと伊藤忠商事がインドの綿花ベルト地帯（マディヤ・プラデ

シュ州とマハーラーシュトラ州）で 2008年より行っている事業である。 

クルックの母体である ap bankは、環境問題を身近に感じてもらうため毎年 ap bank fesを開

催している。このイベントで販売する Tシャツ等をオーガニックコットンで作るため、クルッ

クが伊藤忠商事に調達を打診したのが事業の始まりである。通常の綿花栽培には農薬が大量に

使用されるので、環境への負荷が少ないオーガニックコットンを選択しようという発想からで

ある。 

一方の伊藤忠商事は、それ以前よりインドで現地合弁企業を通じてオーガニックコットンの

買い付けを行っていた。主にアトピーやアレルギー体質の人のために、製造過程を含めた完全

な有機商品の原料として使用していた。綿花の栽培だけでなく最終製品の製造過程においても

化学薬品を使用せず、生成りの綿で製品を製造する、特定の消費者だけを対象としたごく小さ

いマーケットであった。その後は世間的な環境問題への高まりもあって、2007年より環境を

意識した E.P.Cオーガニックコットンの展開を始めた。 

2007年、クルックの担当者が伊藤忠商事の社員と共にオーガニックコットンの調達先とな

るインドの農村を訪問した。そして、綿栽培農家の貧しい状況を目の当たりにし、持続的な支

援方法を模索し始めた。 

オーガニックコットンの認証を受ければ通常の綿花よりも高値で綿花を売ることができるの

だが、認証を受けるためには 3年間以上の有機化計画の提出と、認証機関による監査を受ける

必要がある。そのため慣行農業を行っていた農家がオーガニックコットンを栽培できるように

なるまでには 3年間以上の移行期間が必要となる。通常、この期間は今まで使用していた農薬

や化学肥料が使用できなくなり、また有機農業の効果も表れていないため、収穫が減少してし

まう。更にこの期間に栽培された綿花はオーガニックコットンではなく移行期間の綿として扱

われるためオーガニックコットンのような市場価値を期待することは難しい。結果的に農家の

収入は 20%～30%減少してしまう。そのため有機農業への移行を躊躇する農家が多く、有機農

業の拡大を阻んでいる現状がある。経済的に余裕のない農家ほど有機認証を受けることが難し

いのだ。 

そこで考案されたのが「プレオーガニックコットン（POC）」プログラムである。認証を受

けるまでの 3年間に無農薬で栽培された綿花をオーガニックコットンに近い価格で買い取り、

農家の減収を補うことで、有機栽培への移行を支援するというものだ（図 3参照）。農家にと

っては生計が困窮してしまうリスクを低減することができ大きなインセンティブとなっている。 
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図 3 POCプログラムの概念図  

 

 

（出典）POCウェブサイト 

 

3-2. POCプログラムの関係者 

本稿では、マディヤ・プラデシュ州インドール地域の POCプログラムについて述べる。7
 

 

＜農民＞ 

2011年－2012年の予測では 582世帯の農家の参加と、累計で 555世帯の農家の卒業が見込

まれている。プログラムに参加した 23世帯を対象に行った国際開発高等教育機構の調査によ

れば、所有耕作面積の最少が 5エーカー（うち綿花畑が 3エーカー）であり、最大が 12エー

カー（同 10エーカー）である。8
 

 

＜ラジ・エコファーム＞ 

 収穫した綿花の種子を取り除き、圧縮・梱包まで行って原綿として出荷するジニング工場で

ある。POCプログラムに参加する農家に対して、在来品種のオーガニックコットンの種子を

無償で配布し、有機農法の指導も行っている。この地域で栽培された POCは、全てラジ・エ

コファームのジニング工場を通して出荷される。 

                                                           
7
 マハーラーシュトラ州のプログラムは 2011 年に新規に開始したため。 

8
（財）国際開発高等教育機構 国際開発研究センター（2010）「プレオーガニックコットンプロ

グラム：インドにおけるオーガニックコットン生産支援事業」『民間企業と国際開発 革新的パー

トナーシップによる企業の開発への貢献 報告書』7-25頁 

インドでは耕作面積 2エーカー未満を小農ととらえるので、参加農家はそれよりやや上の層と言え

るものの、生計に余裕があるとは言えない世帯である。 
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同社は、一方でインド最大級の有機農業支援組合でもある。同組合は約 15,000軒の農家を

擁し、世界的なオーガニック認証機関であるコントロールユニオンの認証も取得している。9

インドのオーガニックコットンに関する多くの経験と知見を有する同組合との提携は、インド

社会に根付く残る地域における横のつながりにプログラムが入り込むための大きな助けともな

っている。 

 

＜パットスピン・インディア＞ 

同社は、伊藤忠商事とインド GTNグループの合弁工場であり、紡績を担当している。同社

の特徴として消費電力の 20%を自社の風力発電で賄っている。“風が紡ぐ糸”としての宣伝効

果もあり、綿花栽培から紡績まで一貫して環境に配慮した環境を作ることに成功している。 

 

＜アパレル工場＞ 

 POCプログラムに直接関与しているわけではないが、POCの原糸は、最終製品の販売者で

あるアパレルメーカーの日本または中国の工場で織布、編みたて、染色などの加工を経て日本

で販売されることになる。 

 

＜伊藤忠商事＞ 

 繊維カンパニーの繊維原料課がクルックと共にプログラム全体の企画を担当している。また、

同社の通常業務と同様にインドのムンバイ支店の支援を得て、ラジ・エコファームと折衝し、

買い上げ価格の設定、体制管理、事前買い付け業務を担当している。 

 POCプログラムでは、農家が有機認証を受けるまでの 3年間、すべての POCを買い上げる

と言う契約をしているため、買い取った分を販売につなげなければならないというリスクを負

ってサポートしていることになる。このため、確実に販売しきれる量だけを扱うという方針を

とっており、POCプログラムへの参加を希望する農家に、参加を待ってもらっている状態で

ある。 

 

＜クルック＞ 

 日本での POC製品の企画販売、アパレルメーカーへの POC販売、マーケティング、広報な

どを担当している。ap bank fesなどのコンサートグッズを販売するほか、人気俳優やモデルと

のコラボレーションによる商品企画を行うなど、一般消費者にとって魅力ある商品づくりを行

っている。「消費者が『カワイイ・カッコイイから欲しい』」と手にした商品に POCのタグ

が付いていて、それがきっかけになって生産者のことを考えてくれればよい」という考え方で

あり、まさに ap bank fesの「楽しみながら環境問題を身近に考える」という発想と共通してい

る。 

3-3. POCの特徴 

オーガニックコットンのマーケティングについては、他の有機栽培の食品と異なる特徴を考

慮に入れなければならない。アレルギー体質の人は綿花栽培から最終製品に至るまで化学薬品

                                                           
9
 伊藤忠商事株式会社（2008）「繊維月報」576 1-3頁 
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を使用しないプロセスで作られた製品を必要とするが、一般の消費者にとっては、従来農法で

作られた綿花の Tシャツを着ても何ら体に影響はないのである。つまり、一般消費者が有機栽

培の食品に対して感じる味や安心などの付加価値を使ったマーケティングを適用することはで

きない。 

伊藤忠商事が同プログラムを行う背景には、アパレル業界では飽和状態になりつつあるオー

ガニックコットンとの差別化を図る狙いもあるようである。アパレル商品のデザインや品質な

どの付加価値は概ね出尽くしており、新たな付加価値を探すことが難しい中で、POCという

新たなカテゴリーには魅力がある。今までのオーガニックコットンと違い、製造工程まで含め

た完全な有機商品でなく、少しでも多く使用すること（10%以上を要求）で貧しい農家の助け

となり、環境にも良いということで、少しずつでも多くの業者に使用してもらうことができ販

売もしやすい。オーガニックコットンの認証と同様に、POCも認証団体からオーガニックコ

ットンに移行中のコットンである「Transitional Cotton」の認証を毎年受けており、栽培過程に

おける農家や環境への効果も期待できるが、以前のオーガニックコットンのマーケットと比べ

てより広いマーケットで勝負できるため、販売価格を押し下げていくことも可能となっている。 

  海外から日本に輸入される全錦糸の内、同社が取り扱っている錦糸の量は約 20%（年間約

4,800トン～6,000トン）程度であるが、そこに含まれる POCの量は年々増加している。POC

の収穫量は 2008－2009年時点では 300トンであったが、2011年－2012年の予測値では約

1,500トン程度であり、POCの市場規模が急速に拡大してきていることがわかる。同社では今

後数年で POCの取扱量を 5,000トン程度に拡大したいという大きな目標を持っている。 

 

POCプログラムの関係者と特徴の概要を表したのが、図 4である。 
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図 4 POCサプライチェーン概要図 

 

 （出典）POCウェブサイト 

 

 

 POCプログラムが現地でどのような役割を果たしているのかを検証するため、4章でインド

の綿産業の諸課題を概観し、5章では POCプログラムがその諸課題をどのように解決してい

るかを分析する。 
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4章 POCプログラムに関連する綿産業の諸課題 

4-1. 綿産業のバリューチェーンの諸課題 

 綿産業のグローバル・バリューチェーンを大まかに述べると、米国および複数の途上国での

綿花栽培、工業化の初期段階にある途上国での紡績や加工縫製をへて、先進国の市場で最終製

品が販売される。先進国のアパレル産業では、商品企画やデザインなど付加価値の高い業務を

先進国で行い、実際の縫製までを途上国で行うケースが多い。 

綿産業に関係する社会問題として広く知られているのが、途上国の綿花栽培に見られる児童

労働10と綿栽培農家の自殺問題や、縫製工場の労働者の人権問題11である。特に農夫の自殺は

海外のメディアでも取り上げられ大きな問題となっている。環境分野では、環境規制の緩い途

上国で環境影響をあまり考慮せずに農業経営や工場経営が行われている例がある。綿産業では

綿花栽培に利用される農薬と水の過剰使用、製品製造過程で使用される化学薬品と大量の水及

び排水処理が問題となる。 

 近年では化学繊維やその他繊維も普及し、綿が繊維全体に占める割合は減少しているものの、

今後も重要な産業であり続けることには変わりないであろう。先進国で若者を中心に支持を集

めているファストファッション企業12の多くも、途上国で安く製造した製品を先進国で大量に

販売することで利益を得ている。綿産業を取り巻く問題は、先進国で生活する私たちにとって

も身近な問題である。 

 

4-2. インドの状況 

 インドは近年の経済自由化で一部の工業や IT産業を中心に目覚ましい経済成長を遂げてい

る。しかし、その一方で今もなお国内の経済格差が大きな問題として残っている。世界銀行の

データによれば13、2005年時点で貧困ライン以下の生活を送っている人はインド全体の 27.5%

を占める。特に都市部に比べ農村地域における貧困率が高い。全人口に占める農村人口の割合

は 2005年時点で 71.3%であり、全労働人口のうち農業従事者の割合は 2005年時点で 55.8%で

ある。半数以上の国民が農業に従事していながら、GDPに占める農業生産の付加価値額が占

める割合は 2005年時点で 18.8%となっている。一方で農業機械の導入が進み一人当たりの農

業生産性は大きく上昇しているのも事実である。これらの傾向から推察されることは、インド

                                                           
10

 ILO駐日事務所によると、2001-2002年にインドのマハブーナガル県とクルヌール県でハイブリ

ッド綿花を生産している 22の農場で 486人の子どもを調査した結果、労働力の 88%が 6～14歳で

あった。（ハイブリッドは品種改良の綿花で手作業で交配を行う。） 
11

 ILO駐日事務所によると、1995年に実施した現地調査の結果、9,546人の子どもが衣料産業に携

わっている。産業全体で子どもを就業させないことを公約した世界初のプロジェクト BGMEA(バ

ングラデシュ衣料製造者連合)/ILO/UNICEF児童労働プロジェクトが実施された。 
12

 一般的に、ファッション性の高い衣類を安く短いサイクルで顧客に提供し、薄利多売で利益を出

すアパレル企業の総称で使われる。但し、ファッションブランド ZARAを展開するスペインの

Inditexは国内に製造工場を持ち、デザインから製造までの納期短縮を強みとしている。企業により

戦略に違いがある点には注意が必要である。 
13

 The World Bank http://data.worldbank.org/ 
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全体の成長路線は全産業の生産性を押し上げ農業従事者の状況も改善傾向に向かっていると考

えられる。しかし、それ以前の農業生産性が著しく低かったため、農業従事者の生計を大きく

改善するには更なる生産性向上が必要であり、その他産業との間には大きな隔たりが生じてい

ることがわかる。 

 インド農業局の資料14によると、インドの綿花栽培は 2007-2008年に米国を抜き世界第 2位

の生産高となり、世界の綿花生産の 21%を占めるに至った。その特徴は綿花の生産規模だけで

なく、古くから紡績や縫製などの一連の綿産業を構成している点にもあり、綿産業に関連する

人の数はインド全体で 6,000万人にのぼる。綿を含む繊維の輸出はインド全輸出の 20.24%、繊

維産業が GDPに占める割合は 4%とインド経済にとって綿を含む繊維産業が重要な産業である

ことがわかる。 

  

4-3. インドの綿産業をめぐる問題 

 インドの綿産業の問題を以下に整理する。 

 

①貧困・格差 

 経済発展の続くインドであるが今も多くの貧困層が存在する。その多くが農村地域に暮らし

一次産業に従事している人々である。綿花栽培はインドの一次産業の中でも主要作物の一つで

あり、綿花農家の生計改善は貧困改善に大きく寄与すると考えられる。 

 

②不公正貿易 

 綿花はアジアや西アフリカを中心とする途上国の主要輸出産品でありながら、米国など先進

国の綿栽培農家保護のための補助金の影響で国際価格が抑えられ、不公正な貿易がおこなわれ

ている。FAOのデータ15では、2009年時点の世界の綿花生産高は、中国 637万トン、インド

406 万トン、米国 265 万トンで、この 3 国が大きな割合を占めている。一方、綿花の輸出では、

米国が他国を大きく他を引き離して 255万トン、インド 132万トン、ブラジル 50万トンと続

いている16。 

また繊維製品については、先進国が自国産業を保護する目的で締結した多角的繊維協定

（MFA）17による輸入割当制限があり、インドにとっては比較優位を活かした競争ができる環

境になかった。MFAは 2005年に撤廃され、貿易障壁は徐々に解消されつつあるものの、完全

な自由競争が実現するには時間が必要である。 

 

③価格競争と消費者意識 

                                                           
14

 Department of Agriculture & Cooperation Ministry of Agriculture, Govt of India (2009) “Revolution in 

Indian Cotton” Directorate of Cotton Development Mumbai 
15

 FAOSTAT http://faostat.fao.org/ 
16

 中国とインドは国内の繊維産業部門で加工される量が多い。 
17
米国と欧州等が実施していた繊維・繊維製品の国際貿易における輸入数量制限措置。 
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 先進国の企業は消費者獲得のために価格競争を推し進め、消費者も景気低迷のなか更に安さ

への要求を強め、アパレル業界ではファストファッションが主流となっている。アパレル産業

は生産拠点を人件費の安い国・地域へと移転することで、移転した国の特に女性に新たな雇用

を生んでいる。しかしバングラデシュの縫製工場で働く女工の年収は約 756ドル～840ドルと

日本の労働賃金に比べれば相当に低い。労働環境も劣悪である場合が少なくない。 

このように製造工程で社会的問題をはらむ可能性のある衣料品であるが、大多数の消費者は

価格やデザインを重視して購入し、製造工程まで意識して商品を選んでいるわけではない。意

識したとしても、特定の認証ラベルが付いている商品以外は店頭に並ぶ商品から生産工程の善

し悪しを識別することは困難である。そのため、企業と消費者が共に途上国生産者の実状を正

しく把握し、商品を買う時の選択基準にこれらを追加できる仕組み作りが必要である。 

 

④農薬使用 

 インドの綿花栽培では他の作物に比べ農薬使用が多く、2008年時点で世界の殺虫剤の 15.7%

が使われている。2001年のインドに関するデータではインドで農業に使用される殺虫剤の

45%が綿花栽培に使われている。農薬の過剰使用は農地や人体への直接的な影響と共に、農業

排水などによる周辺環境への影響も懸念される。 

 

⑤水資源の利用 

 綿花栽培のための灌漑用水は中央アジアのアラル海を枯渇させるなど、貴重な淡水資源の保

全に影響を与えている。A.K. Chapagainら18によれば、綿花栽培が世界の水使用の 2.6%を占め

ている。また綿製品の製造過程でも多くの水を使用し Tシャツ 1枚の製造に 2,700リットルの

水が使用されている。インドは雨水の利用が多いため現状では水資源の過剰使用の懸念は少な

いが、点滴灌漑の導入などサプライチェーン全体での適切な水利用が必要である。 

 

⑥遺伝子組み換え（GM）種子 

 綿花は遺伝子組み換え（GMO） が実用化されている植物の一つである。GM種子が環境に

影響を与えた事実は報告されておらず、普及が進む米国でも環境への悪影響は未だ確認されて

いない。一方で、GM種子の値段が高く農家の生計を圧迫してしまう事実や、不買運動の対象

となるリスクが存在していることは事実であり、GM種子の利用が農家の生計に大きく貢献し

ないのであれば使用しないほうが望ましい。 

 

⑦農民の健康被害  

 農業従事者の教育水準が低く文字が読めないために、農薬の適切な使用方法がわからずに過

剰に使用してしまうケースや、防護服無しで農薬を散布することで健康に悪影響を及ぼしてい

る。また、2004年 10月 5日には FAO，UNEP、WHOが共同で農薬の子供への影響に注意を促

す発表19を行っている。発育途中にある子供が大人に比べ農薬の影響を受けやすいとする内容

                                                           
18

 A.K. Chapagain, A.Y. Hoekstra, H.H.G. Savenije, R. Gautam(2005) “The water footprint of cotton 

consumption” University of Twente Publications http://doc.utwente.nl/58372/ 
19

 Joint FAO/UNEP/WHO news release Children face higher risks from pesticide poisoning 
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である。農薬使用が労働コストの削減につながらずに、購入費用が生計を圧迫している農家に

とっては、負の影響が大きいと考えられる。 

 

⑧農夫の自殺 

 インドでは、債務を苦にして農夫が自殺する例が後を絶たない。天候の影響を受けやすいと

いう農業の不確実性、セーフティネットや公的金融機関が未整備であることなどが、農夫の自

殺に大きく影響している。GM種子と農薬に頼る慣行農業は比較的大きな投資で大きな収穫を

得ようとする農業経営であり、失敗した時のリスクが高い。実際に多くの農家が高利の闇金融

から多額の借金をしているケースが多い。投資を抑え安定した収入を得ることが重要である。 

 

⑨児童労働 

 インドでは GM種子の人工交配のための受粉作業で児童労働の問題20が確認されている。近

年は多国籍企業による問題解決のためのプログラム21が実施されており、インド政府も 2010

年 4月 1日に 6歳～14歳の児童に対して無償で教育を与えることを義務とした法律を発効した。

しかし子供を働きに出す家庭も雇用する農家も経済的に厳しい状況にあり、貧困という大きな

問題が根底には存在する。引き続き改善努力が必要である。 

 

 ここに挙げた問題以外にも多くの問題があると思われるが、一般的に広く知られている問題

については、以上の 9つで概ね網羅できていると考えられる。本稿では 9つの問題に対する有

効性を主な判断基準としてプロジェクトの評価を行う。22
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                 
http://www.who.int/mediacentre/news/notes/2004/np19/en/index.html 
20

 Communities mobilize to stop child labour in India http://www.unicef.org/infobycountry/india_58844.html 
21

 UNICEF In rural India's 'cotton corridor,' UNICEF and IKEA partner to tackle child labour; 

http://www.unicef.org/infobycountry/india_55444.html 
22

 しかし貧困や農業の不安定さがもたらす問題にはより根源的な問題が潜んでおり、さらに突き詰

めた原因調査と対策を検討していく必要があることは、予めここで断りをさせて頂く。 
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5章 POCプログラムの評価 

5-1. 諸課題の解決に POCプログラムが果たす役割 

 POCプログラムの現状について、財団法人国際開発高等教育機構（FASID）がプログラム参

加農家 23世帯に対してアンケート調査を実施している。23 その後、筆者も数軒の農家を実

際に訪問し話を聞くことができた。筆者が訪れた農家はプログラムへの参加を待つ慣行農業を

行っている農家、POCプログラム参加 1年目と 2年目の農家である。またジニング工場も見学

することができた。プログラムの開始後間もないことと、調査データ数も限られるため、今回

の結果が全ての農家に当てはまるとは言えないが、プログラムへの参加を待つ農家が 4,000軒

程度と多いことからも、現地のインフォーマルなネットワークでもプログラムの効果が喧伝さ

れていると考えられる。 

 

 先に挙げた各問題に対応する POCプログラムの取り組みの効果について、アンケートと現

地調査の結果を元に分析を行う。 

 

＜問題：①貧困・格差、⑧農夫の自殺＞ 

 有機農業への移行期間は一般的に収穫量が減少するが、非常に痩せた土地では移行期間であ

りながら収穫量が増加するケースもある。FASIDの調査によると農薬の使用説明書が読めな

いために農薬の誤使用や過剰使用があり、もともと思ったような農薬の効果を得られていなか

ったのが大きな理由のようである。筆者が訪問した農家でも同様な効果を得られていることが

確認できた。同地域で同じような問題を抱える農家に対しては同様の効果が期待できると考え

られる。 

 現地調査で訪れた参加 2年目の農家では、収入自体の増加はさほど見られないが、支出が減

少しているため、既に生計改善の効果が表れていた。農村では農薬を購入するために闇金融か

ら高利（高いもので 50%程度）で借金をしている場合が多いが、農薬を使用しなくなったため

支出が大幅に削減されている。3年前に 10万ルピーあった借金が現在では 2万ルピーにまで

減少したそうである。また参加 1年目の農家も同様に農薬を購入する分の支出が減少し、経済

的な効果が表れているとのことである。収入は 1エーカーで 2万 5千ルピー程度になり、借金

は 4万ルピーから 1万ルピー程度に減少している。農薬の購入費用は高額で、慣行農業を行う

農家の話では、年収の半分程度が充てられているそうである。 

 

 

 

 

 

 

                                                           
23
財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター（2010）「プレオーガニックコットン

プログラム：インドにおけるオーガニックコットン生産支援事業」『民間企業と国際開発 革新的

パートナーシップによる企業の開発への貢献 報告書』7-25頁 
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POC参加 2年目の綿花畑 

 

                （出典）筆者撮影 2010 年 11 月 15 日  

 

 具体的にアンケート結果を見てみると、「プレオーガニックコットンプログラム参加後の生

活面における変化」の質問（表 1参照）では、「家を新築・増築した」と答えた農家が最も多

い。また「新規事業」と回答した農家が 3人であるのに対して、「貯蓄を始めた」と回答した

農家がいないこと、「子供の教育」も 1人のみと、借金により経済的余裕が無かったため、ま

ずは生活の基本となる住環境の改善と、生計の安定を求めていることが推察される。筆者が訪

れた参加 2年目の農家は家屋の外壁がしっかりとした作りで、近くに井戸もあり、参加 1年目

の農家と比べて明らかな違いが見られた。参加 1年目の農家からは井戸を掘りたいとの意見も

聞かれた。 

 

表 1 問い：プレオーガニックコットンプログラム参加後の生活面における変化（単位：人） 

 

（出典）財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター 「プレオーガニックコッ

トンプログラム：インドにおけるオーガニックコットン生産支援事業」『民間企業と国際開発 

革新的パートナーシップによる企業の開発への貢献 報告書』 2010, p.16 

 

 「オーガニックコットン認証以降の期待は？」の質問（表 2参照）に対する回答でも同様に

「家の新築・増築、土地の購入」と回答している農家が 6人と最も多い。それだけ住環境に不
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満を抱いている農家が多いのであろう。また「新規事業」への期待も高い。具体的な事業内容

は明確ではないが、綿花栽培だけで生計を支えることの困難さが根底にあると考えられる。プ

ログラムへの参加を通して生計改善を図ることを期待していることがわかる。POCプログラ

ムは貧困・格差、自殺の原因となる生計の苦しさから逃れる手段として大きな役割を果たすと

期待されている。 

 

表 2 問い：オーガニックコットン認証以降の期待は？（単位：人） 

 

（出典）財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター 前掲書 2010, p.17 

 

＜問題：②不公正貿易＞ 

 農家の生計改善に大きく貢献している取り組みのもう一つに、プレミアムを上乗せした価格

での買い取り保証がある。移行期間は収穫量が減り、綿の市場価格も以前と同じため、農家の

収入が減少してしまうことが予想されるが、プレミアムを上乗せした価格での買い取りにより、

このリスクが排除される。また予め買い取りが保証されていることで、安心感があり、家の改

修などにも計画的に取り組むことができる。取引に関わるコストも削減されるため貧しい農家

にとっては効果的な取り組みであると考えられる。 

 

＜問題：④農薬使用、⑥GM種子＞ 

 有機農業に切り替えることで、農薬使用が無くなり農薬に関する環境問題は解消される。代

替品として有機農薬を作り使用しているが、予想以上に効果があり、今までのように農薬を町

まで買いに行く手間も無くなったことで、労働コストという点でも負荷にはなっていないよう

である。また遺伝子組み換えでない種子を配布しているため、GM種子を使用することによる

リスクも排除することができる。逆に種子の購入費用が削減され農家にとってはメリットが大

きい。コストをかけずに環境負荷を低減することに成功している。 

 

＜問題：⑤水資源の利用＞ 

 同地域は灌漑設備が整備されていないため、良くも悪くも雨水に頼った農業を行っている。

現時点で水資源の過剰使用などに関する問題は確認されていない。逆に、収入が増えたらまず
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は井戸を作りたいとの意見もあり、水を過剰に使用するというよりは、水にアクセスする環境

が整っていないレベルであると考えられる。 

 

＜問題：⑦農民の健康被害＞ 

 農薬使用がなくなったことで健康面でも改善が見られている。「健康面での変化」に対する

質問（表 3参照）では、「息切れ」、「かゆみ」、「めまい」など、多くの項目で改善が見ら

れている。 

 

表 3 問い：健康面での変化（単位：人） 

 

（出典）財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター 前掲書 2010, p.15 

 

 筆者が現地を訪問した際も、慣行農業を行う農家では農薬を防護服なしで素手のまま散布す

る様子と農薬で爛れた手を見せてもらうことができた。もともと農薬散布の方法が適切でない

ため、散布する農薬が有機農薬に変わるだけでも、人体への影響は相当軽減され、健康面での

改善は大きくなると考えられる。参加 2年目の農家では健康面でも良い影響がみられ、痒みの

解消や視力の改善、呼吸器系の健康被害も改善されたとのとの話を実際に聞くことができた。 

 

農薬散布 

 

                （出典）筆者撮影 2010 年 11 月 16 日 
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＜問題：⑨児童労働＞ 

 児童労働に関しては、筆者が訪問した農家ではお手伝い程度の範囲で子供が綿花の手摘み作

業を行っている。その他の農家については確認できていないが、学校に行かせずに子供を労働

力として使用している実態は確認できていない。インドの児童労働の傾向として、GM種子を

栽培する農園に児童労働が多いこと、POCで増えた収入を子供の教育に使いたいと言う意見

が多かったことからも、子供の教育を重視していることがわかる。将来的には子供に教育を受

けさせる機会の拡大につながっていると考えられる。 

 

＜問題：③価格競争と消費者意識＞ 

 日本国内では多くの人気ブランドやコンサートグッズで POCの利用が進み、販売という面

では順調に推移しているようである。消費者意識の改革という点では、若者を中心にイベント

や学校の講義で POCを紹介するなど様々な取り組みが行われている。法政大学人間環境学部

の講義でも、POCの講義をして頂くと共に、学生へのアンケートを実施することができた

（BOX１参照）。学生は POCプログラム、商品、企業について概ね良い印象を持ったことが

わかった。長い目で見ると学生の意識改革に向けた取り組みは、POCだけでなく企業イメー

ジや学生自身の働き方や生き方にも変化を与え、将来に向けた大きなインパクトにつながると

考えられる。 
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BOX1: 学生の意識調査 

 

 POCプログラムについての講義の後、社会的価値を付加した商品に関するアンケートを実

施し 75名の学生から回答を得た。講義を聞いた後という条件はあるが、無記名のため率直な

意見が反映されていると考えられる。 

 

 「オーガニックコットンについて」 

「知っていた」と回答した人が 34.7%で、「聞いたことがある」と回答した人 41.3%と

合わせて 76%の人がオーガニックコットンについて何かしらその存在を知っていること

がわかった。 

 「プレオーガニックコットンについて」 

「知っていた」と回答した人が 10.7%で、「聞いたことがある」と回答した人の 17.3%

と合わせて、28%の人がプレオーガニックコットンの存在を知っていた。特定の商品に

限定される素材について、マスメディアで大規模なコマーシャルをしていないにも関わ

らず、30%近くの人がその存在を知っていたことは注目できる。 

 「社会的価値（環境保護、生産者支援、寄付など）を付加した商品の購入について」 

社会的価値を付加した商品を「買ったことがある」と回答した人が全体の 33.3%である。

「買ってみたい」と回答した人が 57.3%とあわせて、全体で 90%以上の人が社会的価値

を付加した商品に好意的であることがわかった。 

 「社会的価値を重視している企業の印象について」 

「大変良い」と回答した人が 41.3%で、「良い」と回答した人が 49.3%になり、企業イメ

ージの向上につながっていることがわかる。「あまり良いと思わない」との回答は全

体で一人だけであり、その理由は「消費者のことも考えて欲しい」であり、社会的価

値と消費者利益の両立を望んだ意見だと思われる。 

 「衣類の購入基準」の優先順位 

①「デザイン」、②「価格」、③「品質」、④「ブランド」、⑤「素材」の順番で優先 

順位が高い。「社会的価値」については、優先順位の 3番目に 3人、4番目に 3人、5番

目に 13人と、優先順位は低いものの、選択基準に含まれている。これらの結果からわか

ることは、社会的価値は一つの価値としては成立するものの他のデザインや価格に優先

する購入基準とは言えない。衣類としての価値を維持しながら、社会的価値の重要性も

アピールしていく必要があると考えられる。 

 

 

以上のように POCプログラムが綿産業の問題解決に寄与する事業活動であることが確認で

きた。次に、実務でも一般的に使用される評価指標をして POCプログラムの評価を行う。評

価指標には、企業の社会的責任の観点から GRI ガイドラインのパフォーマンス指標を使用し、

国際協力の観点から DAC評価 5項目の評価指標を使用する。 
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5-2. GRIガイドラインによる POCプログラムの評価  

一般的な CSRでは、経済面を犠牲にして環境か社会のどちらかに焦点を絞ったプロジェク

ト形態が多いと思われる。しかし、POCプログラムの場合は環境面に焦点をおいて開始した

ものの社会面でも大きなメリットをもたらし、効果的なマーケティングにも成功しているため、

3側面全てがトレードオフになっていない稀なケースであると考えられる。 

 POCプログラムが開始してから 5年弱であり、長期的成果を評価するにはまだ早いが、現

時点では非常に優れたプロジェクトであると考えられる。伊藤忠商事が公表している GRIガ

イドライン24の中では、POCのサプライチェーンと関連性がある項目に以下の 4項目を挙げて

いる。経済カテゴリーの「市場での存在感（EC6）」、人権カテゴリーの「投資および調達の

慣行（HR2）」、「児童労働（HR6）」、「強制労働（HR7）」である。本稿ではこれらを念

頭に置きながらも、より幅広い項目に POCとして評価できる点があると考え、調査結果から

特に関連が認められる以下の項目を選択し有効性を確認する（表 4参照）。一覧上に無い項目

については、今回の調査範囲では大きな関連性が見られなった項目か、POCの影響をあまり

受けていないと思われる項目である。 

 

表 4 GRIガイドラインを使用した POCの評価 

GRIガイドライン 
POC評価 

カテゴリー 側面 項目 内容 

経済 

経済的パ

フォーマ

ンス 

EC1 

収入、事業コスト、従業員

の給与、寄付およびその他

のコミュニティへの投資、

内部留保および資本提供者

や政府に対する支払いな

ど、創出および分配した直

接的な経済的価値。 

農民には投入資源の削

減と収穫量の増加によ

り、経済的価値を創

出。企業は POCの販売

で経済的価値を獲得。 

市場での

存在感 

EC6 

主要事業拠点での地元のサ

プライヤー（供給者）につ

いての方針、業務慣行およ

び支出の割合。 

地元の協力会社と共同

で事業を推進している

ため、地元企業の経済

性にも貢献している。 

EC7 

現地採用の手順、主要事業

拠点で現地のコミュニティ

から上級管理職となった従

業員の割合。 

地元の協力会社は地元

の人が所有し地元の人

だけで運営されてい

る。 

環境 

原材料 EN1 
使用原材料の重量または

量。 

綿花栽培では農薬と化

学肥料の使用はない。 

エネルギ

ー 
EN4 

一次エネルギー源ごとの間

接的エネルギー消費量。 

紡績工場のパットスピ

ン・インディアは消費

電力の２０％を風力発

電で賄っている。25
 

                                                           
24

 伊藤忠商事株式会社 GRIガイドライン http://www.itochu.co.jp/ja/csr/report/2011/gri/ 
25

 プレオーガニックコットンプログラム HP:  http://www.preorganic.com/about/pocp_partner.html 
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EN5 

省エネルギーおよび効率改

善によって節約されたエネ

ルギー量。 

紡績工場のパットスピ

ン・インディアではコ

ーマ 20番手の糸を 1kg

生産する場合、約

0.74kgの CO2が削減さ

れる。25またサプライ

チェーン全体を通した

エネルギー使用削減に

努力している。 

EN6 

エネルギー効率の高いある

いは再生可能エネルギーに

基づく製品およびサービス

を提供するための率先取り

組み、およびこれらの率先

取り組みの成果としてのエ

ネルギー必要量の削減量。 

紡績工場のパットスピ

ン・インディアで風力

発電を導入している。 

水 

EN8 水源からの総取水量。 雨水を使用している。 

EN9 
取水によって著しい影響を

受ける水源。 

雨水を使用しているた

め、取水により影響を

受ける水源はない。 

製品およ

びサービ

ス 

EN26 

製品およびサービスの環境

影響を緩和する率先取り組

みと影響削減の程度。 

環境影響を緩和するこ

とを一つの商品価値と

している。 

労働慣行とデ

ィーセント・

ワーク（公正

な労働条件） 

パフォーマン

ス指標 

雇用 LA1 
雇用の種類、雇用契約およ

び地域別の総労働力。 

雇用関係はないが、

POC参加農家の数を把

握している。 

研修およ

び教育 
LA11 

従業員の継続的な雇用適性

を支え、キャリアの終了計

画を支援する技能管理およ

び生涯学習のためのプログ

ラム。 

従業員ではないが、農

家へ有機農業の技術指

導を行っている。 

人権パフォー

マンス指標 

投資およ

び調達の

慣行 

HR2 

人権に関する適正審査を受

けた主なサプライヤー（供

給者）および請負業者の割

合と取られた措置。 

農家や工場の視察など

により、全サプライヤ

ーの人権に配慮してい

る。 

児童労働 HR6 

児童労働の事例に関して著

しいリスクがあると判断さ

れた業務と、児童労働の防

止に貢献するための対策。 

地元の協力会社ラジ・

エコファームがフェア

トレード認証取得のサ

ポートを行っている。

紡績工場のパットスピ

ン・インディアはフェ

アトレード認証を取得

している。25
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  強制労働 HR7 

強制労働の事例に関して著

しいリスクがあると判断さ

れた業務と、強制労働の防

止に貢献するための対策。 

地元の協力会社ラジ・

エコファームがフェア

トレード認証取得のサ

ポートを行っている。

紡績工場のパットスピ

ン・インディアはフェ

アトレード認証を取得

している。25
 

社会パフォー

マンス指標 

コミュニ

ティ 
S01 

参入、事業展開および撤退

を含む、コミュニティに対

する事業の影響を評価し、

管理するためのプログラム

と実務慣行の性質、適用範

囲および有効性。 

プログラム化された影

響評価の仕組みではな

いが、外部の調査機関

による現地視察を行っ

ている。 

 製品責任の

パフォーマン

ス指標 

製品およ

びサービ

スのラベ

リング 

PR3 

各種手順により必要とされ

ている製品およびサービス

情報の種類と、このような

情報要件の対象となる主要

な製品およびサービスの割

合。 

多くの製品には POCの

ラベルが付けられてい

る。ホームページで詳

細な情報を提供してい

る。 

PR5 

顧客満足度を測る調査結果

を含む、顧客満足に関する

実務慣行。 

イベントや学校の講義

などで直接消費者に働

きかけを行い、反応を

確認している。 

マーケテ

ィング・

コミュニ

ケーショ

ン 

PR6 

広告、宣伝および支援行為

を含むマーケティング・コ

ミュニケーションに関する

法律、基準および自主規範

の遵守のためのプログラ

ム。 

現地視察などで確認さ

れた事実から商品のト

レーサビリティを高

め、マーケティングに

つなげている。 

（出典）筆者作成 

 

5-3. DAC評価 5項目による評価 

 次に、POCの国際協力プロジェクトとしての有効性を確認するために、DAC評価 5項目を

使用して評価を行う。国際協力の観点から評価を試みることで、政府開発援助の国際協力プロ

ジェクトなどと比較しやすくなると考えられる。 

DAC評価 5項目とは、経済開発協力機構（OECD）の援助委員会（DAC）が設定した援助

プロジェクトの評価方針で、日本の援助機関もこれに従ってプロジェクトの評価を行っている。 

 本稿でもこれに従い、「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」のそれぞ

れにつき a,b,c の三段階で評価を行う。通常はプロジェクトの開始前後で評価を行い差異の分

析を行うが、プロジェクト開始時点での目標や評価は存在しないため、取得可能な情報から実

績を元に可能な範囲で評価を試みる（表 5参照）。 
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表 5 DAC評価 5項目を使用した POCの評価 

項目 POCの評価 

Ⅰ. 妥当性 

(1)政策・施策レベル： 

インド政府は綿花・綿製品生産の技術改善を意図したテクノロジー・ミッシ

ョン・オブ・コットン（TMC）26を 2000年に開始した。POCは品質改善、投

入資源の削減、生計改善などの効果をもたらし、インド政府の政策とも多く

の点で一致する。 

 

(2)ニーズ： 

市場価格の高いオーガニックコットンであるが、慣行農業から有機農業の移

行に際して技術不足や経済的リスクの問題があり、移行することができない

農家が多く存在している。プレミアムを上乗せした価格での買い取り保証

と、投入資源の削減効果もあり参加農家への負荷を少なくして、有機農業へ

の移行をサポートし農家の生計改善に成功している。農薬の使用による健康

被害を訴えていた農民が多く、彼らの健康被害の改善にも効果を発揮してい

る。受益者のニーズに直結していると考えられる。 

Ⅱ. 有効性 

(1)運用効果指標： 

POC参加前後の債務額平均 44,095ルピー ⇒ 20,750ルピー  

POC参加前後の収穫量平均 457.14kg/エーカー ⇒ 522.92kg/エーカー   

（財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター 2010, p.12） 

 

(2)定性的効果： 

前節（5-2）の分析より、生計の改善と健康被害の改善で有効性があることが

確認された。 

Ⅲ. 効率性 

(1)アウトプット： 

開始時点と 2011-2012年予測の差異 

POC収穫量 300トンから 1,500トンに増加 

参加農家数 605軒から 1,137軒に増加 

（財団法人 国際開発高等教育機構 国際開発研究センター 2010, p.10） 

 

(2)期間： 

参加農家にとっての効率性において、当初オーガニック移行期間は収入が減

少すると考えられていたが、投入資源の削減と収穫量の増加により参加 1年目

から効果が表れている。 

 

(3)事業費： 

企業の主な投資は、買い取り価格のプレミアム分、種子の配布、有機農業の

指導にかかるコストなどであるが、想定通りの投資費用と考えられる。 

Ⅳ. インパクト 

(1)対象地域及び対象者への裨益： 

POC参加待ち農家の数（約 4,000）からも、プログラム実施地域に良い影響を

もたらしていると考えられる。 

日本国内では、コンサートやイベントなどを通して消費者に POCの意義を効

                                                           
26

 4つのミッション、すなわち 綿花栽培の調査と技術開発、技術移転と拡張、マーケット環境の改

善、ジニングと圧縮工場の改善を掲げている。 
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果的に伝えることに成功している。大学での講義や、グッドデザイン賞の受

賞など、幅広い分野に波及効果をもたらしている。 

 

(2)環境インパクト： 

有機農業の実践で想定通り良い影響をもたらしていると考えられる。 

Ⅴ. 持続性 

(1)運営・維持管理体制： 

ラジ・エコファームが綿花農家を管理 

パットスピン・インディアが紡績工場を管理 

サプライチェーン全体を伊藤忠商事とクルックが管理 

 

(2)運営・維持管理における技術： 

ラジ・エコファームはインド最大級のオーガニック農業支援団体であり、コ

ントールユニオンの認証を取得 

パットスピン・インディアはコントロールユニオンの認証を取得 

 

(3)運営・維持管理における財務： 

POCの収穫目標を 5,000トンに設定したことからも、プロジェクトの財務状況

は良好であると考えられる。 

 

(4)運営・維持管理状況： 

ラジ・エコファームが日々農家の支援を行い、伊藤忠商事とクルックの担当

者も定期的に現地を訪問し定期的に状況を確認しており、特に大きな問題は

ない。 

 

3年間の POC参加期間を終了した農家も、オーガニックコットンの付加価値

により継続的に有利な取引条件を期待できる。プロジェクト終了後も POCの

効果が持続すると考えられる。 

（出典）筆者作成 

 

 POCは開始時の目標に国際協力プロジェクトとしての成功を意図していなかったが、その

実績から 5項目全てにおいて良い評価を得ることが可能であると判断できる。 
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6章 POCプログラムの理論的分析 

6-1. CSR理論における POCプログラムの位置づけ 

 POCプログラムは、一般的な CSRの実態と比べてもその優位性を確認することができる。

日本企業のインドでの社会貢献活動について、国際交流基金が「インドにおける日系企業の社

会貢献活動に関する調査報告書」で実態を調査している。27  

 回答した 26社の中で社会貢献活動を実施していると回答した企業は 12社、していないと回

答した企業は 14 社である。社会貢献活動を行っていない理由は、「人的余裕がない」が 8 社、

「何をしてよいかわからない」5社、「予算がない」2社となっており、社会貢献活動を行う

余裕がないことがわかる。 

 また、社会貢献活動の形態をみると、「資金支援（寄付金・協賛金等）」が 10社、「物品

寄贈やサービスの提供」が 7社、「自主企画（奨学金支給、各種イベント実施等）」が 6社、

「社員ボランティア」が 4社、「社外の活動への会社施設の提供等」が 2社である。これらは

責務の CSRであり、本業とは関連性が無いものがほとんどである。この調査結果からわかる

ことは、本業と関連性の無い責務の CSRの場合は、本業の活動が優先され、人的、経済的資

源を振り向けるのが困難であること、また本業とは違う分野で実際に何をしていいかわからな

いという状況にあることがわかる。2001年以降にインドに進出した企業は社会貢献活動を実

施していない企業が多く、進出間もない企業にとって社会貢献活動がハードルの高い活動であ

ることがわかる。 

 これらの社会貢献活動の実態と比べると、POCプログラムの場合は本業が直接社会貢献活

動につながるため、人的、経済的資源を本業から社会貢献活動に割く必要がなく、従来のビジ

ネスの方法を一部変化させることで可能となる。また本業と関連性のある範囲で社会的課題を

探ることで、何をすべきかが見つけやすくなると考えられる。本業に関連する社会的課題を探

る中で、本業と社会的利益の関連性に気付くことができれば、全く新規の活動を始めるよりも、

早く適切な社会貢献活動を実現することが可能となると考えられる。 

 

 POCを戦略的 CSRの考え方で捉えると、図 5に示すように③と④の複合的なアプローチで

あると考えられる。③の類似例としてトヨタのプリウスがあるが、プリウスが環境側面にフォ

ーカスしバリューチェーンを再編成したとすれば、POCはそれに加え、地域社会の社会的課

題も解決し、インドで業務を行う上で地域に長期的な影響力を持つと考えられる。戦略上、非

常に強いポジションに位置していると考えられる。 

 

 

 

 

                                                           
27

 在インド日本大使館によるとインドへ進出している日系企業は 2006年初頭で 267社、2011年 10

月時点で 812社となっている。調査は国際交流基金がインド商工会の協力の下に 2007年 11月～12

月にかけて、インド日本商工会の会員企業 169社に対して調査を行っている。 
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図 5 企業の社会との関係：戦略的アプローチ POCのケース 

 

 

（出典）Porter, M and Kramer, M. K., 2006, p.89 （一部修正） 

 

6-2. POCプログラムに見られるステークホルダーごとのインセンティブ 

 以上のように戦略的 CSRとしては POCプログラムが強いポジションにあることが確認され

たが、営利目的のプロジェクトを実現し継続していくためには、プロジェクトの各ステークホ

ルダーにインセンティブを提供する必要がある。実際に POCプログラムがステークホルダー

に（意図しているか、していないかに関わらず）提供しているインセンティブを、前節までの

考察結果と伊藤忠商事の社員 2名の方へのインタビュー28結果を元に抽出する。 

 

尚、POCの各ステークホルダーとは以下の関係者を意図している。 

 ・出資者：株主、社内のプロジェクト承認者 

 ・サプライヤー：インドの POC参加農民 

 ・コミュニティ：インドの地域社会 

 ・従業員：伊藤忠商事社員 

 ・顧客：日本の一般消費者 

 

＜出資者＞ 

 一般的には社内のプロジェクト承認プロセスが経済的利益を考慮したものであり、最終的に

は出資者の利益につながると考えられるため、伊藤忠商事社内でプロジェクト開始に至った経

緯をもとに推察する。POC開始前はクルックとの信頼関係もできあがっていなかったため、

社内の承認を得ることが困難であった。しかし、既にオーガニックコットンのプロジェクトが

実績を上げていたこと、開始時は 300トンという少ない単位に限定してリスクを低減したこと、

                                                           
28

 2011年 9月 27日 繊維カンパニー社員 1名、POCマーケティングマネージャー1名の方にイン

タビューを実施させて頂いた。 
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そして社会的に CSRへの注目度が高まっていたことが POCプログラムの開始判断につながっ

た。プログラム開始後はコンサートグッズとしての安定した販売があり、一定の収益を確保し

ながら徐々に規模の拡大に成功している。 

 同時にコンプライアンスの面でも事業継続に及ぼすリスクを低減し、安定性を得るというイ

ンセンティブが働いている。POCプログラムは、サプライヤーである農家への支援がトレー

サビリティの強化と直結し、それが付加価値につながっている。一般的に事業継続上のリスク

を回避するためのガバナンスや監査には追加的なコストを伴う場合が多いが、本プログラムで

は大きな費用を発生させずに、逆に経済的利益の創出に成功している。 

 

＜サプライヤー＞ 

 サプライヤーである綿栽培農家にとっては、日本側のプロジェクト担当者が現地を訪れ、ニ

ーズを把握できたことが適切なインセンティブの提供につながっている。有機農業を開始する

ことで農薬が不要になったことと、オーガニックコットン種子の配布で綿花種子の購入が不要

になったことで、投入資源が大幅に削減され、高利貸しからの借金をする必要もなくなり、生

計改善につながっている。また有機農業への移行を進める過程で、有機農業技術の習得が可能

となる。オーガニックコットン移行時に最も大きな問題であった移行期間の経済的リスクはプ

レミアムを上乗せした価格での買い取りにより排除している。オーガニックコットンの市場価

格が高いため、プログラム終了後にも長期的なインセンティブが提供されていると考えられる。 

 また、農薬の使用が無くなることで、今まで抱えていた農薬による健康被害が改善されてい

る。医療機関が整備されていないような地域では大きなインセンティブである。 

 

＜コミュニティ＞ 

 コミュニティにとってはインフラ整備などの直接的なインセンティブではなく、個々のサプ

ライヤーからのコミュニティ全体への波及効果が大きいと考えられる。各農家の生計が改善す

ることで、地域経済への波及効果が期待される。POCプログラム参加農家は家の増改築や井

戸の建設などを始めており徐々にその効果は表れている。生活が安定し子供の教育に使う資金

が確保できることで、子供の教育水準が向上して長期的にはコミュニティにとってもプラスと

なる。病院の数や医療環境の変化は確認できていないが、農薬の使用を止めたことで罹患率が

減少し健康面での改善にも寄与していると考えられる。家の増改築や井戸の建設は衛生面での

改善効果ももたらすと考えられる。 

 

＜従業員＞ 

 通常のプロジェクトにはあまりみられない、従業員とサプライヤー・消費者との直接的なつ

ながりが、従業員に仕事の成果を実感させ、仕事へのやりがいにつながっている。仕事を通じ

て社会に貢献することで自己実現を達成し精神的な面でのインセンティブが大きいと考えられ

る。また商社で働く従業員の傾向として、自分達で新たな価値を見つけ実現していくことに強

く喜びを感じられるそうであり、POCを成功させること自体に大きなインセンティブがある

と考えられる。 
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＜顧客＞ 

 従来トレードオフと考えられることの多かった、商品そのものの価値である品質やデザイン

と、国際協力や環境問題などの社会的価値を同時に得ることが可能である。最終製品価格も商

品の対価としては妥当な範囲29であると考えられる。日常の消費行動が社会貢献につながるこ

とで行動を起こしやすく、精神的満足感にもつながる。綿花の収穫から最終製品までのトレー

サビリティが高く、商品に対する安心感や信頼感も高いと考えられる。 

 

以上をまとめると表 6のようになる。 

 

表 6  POCにみられるステークホルダーごとのインセンティブ 

 

（出典）筆者作成 

 

 以上で POCが各ステークホルダーに提供しているインセンティブが明確になり、それぞれ

がトレードオフの関係にないことが確認できた。 

 

6-3. ステークホルダーごとのインセンティブを一般化する試み 

 次に可能な範囲で他のプロジェクトにも当てはまるように一般化を試みる。POCで確認さ

れたインセンティブと一般化をする上で考慮すべき事項をまとめたのが、表 7である。 

 

                                                           
29

 ap bank fes ’11のコンサートグッズ Tシャツ 3,500円、タオル 1,800円 
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表 7 一般化したインセンティブ

 

（出典）筆者作成 

 

＜出資者＞ 

 社会的価値を投資判断に織り込む動きがみられるようになったのはごく最近であり、現時点

では出資者にとっては経済的利益の確保がある程度見込めることと、プロジェクト開始時のリ

スクを低く抑えることが重要である。 

 

 考慮事項：GRIガイドラインの整備と社会的投資（SRI）の普及により社会的価値もかなり

浸透してきているが、出資者にとっては不確実性が高い。プロジェクトの実施を承認する出資

者側と、される側の双方にとって、判断を行いやすい評価基準を整備していく必要がある。出

資者が社会的価値の高いプロジェクトの評価を行えるようになるには、もうしばらく時間が必

要であると考えられる。 

 

＜サプライヤー＞ 

 サプライヤーには新しい何かを提供するよりも、既に従事している仕事の範囲内で生計改善

につながるインセンティブを提供できるほうが、参加しやすく短期間で成果を得ることが期待

できる。十分な教育を受けていないサプライヤーが多い地域では、非効率な作業を行っている

可能性があり、仕事に関係する知識の提供や技術指導が予想以上に大きな効果を生む可能性が

ある。 

 

 考慮事項：農業全般に当てはまることであるが、特定産品への過度な依存がサプライヤーの

リスクを高めることがあってはならない。伝統的に天候不良による不作や価格低下の負担が農

家を苦しめてきたからだ。換金作物と自家消費用の食糧の栽培のバランスが農民にとってのセ
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ーフティネットとなるので、プログラム参加農家には他の収入源も維持してもらうことが望ま

しい。30
 

一方のプログラム実施者にとっても、投資を回収できるだけの収穫量・買取量を確保するた

めに、サプライヤーが他のバイヤーに流れないような工夫（契約やインセンティブの付与）が

必要である。また、原料供給地の分散や現地取引先の複数化なども考えておくべきだろう。 

 

＜コミュニティ＞ 

 コミュニティへの直接的なインセンティブは必ずしも必要ではなく、各サプライヤーからの

波及効果を期待する。 

 

 考慮事項：コミュニティと企業の関係やコミュニティ内での摩擦を引き起こさないように、

現地パートナーなどに協力を仰ぎ、適切な関係性を構築していくことが重要である。また、コ

ミュニティ内の格差やコミュニティ間の格差が生じる可能性についても考慮しておく必要があ

る。 

 

＜従業員＞ 

 従業員には、通常業務に社会的価値の要素を組み込んでいくことで、直接的に仕事のやりが

いにもつながる。CSRとして通常業務と完全に切り離してしまうと、逆に従業員の負荷も高

くなり、仕事に対するやりがいを減退させる可能性もある。 

 

 考慮事項：公平性の観点から、できるだけ多くの従業員に参加機会を提供し、関与を促すこ

とが必要である。 

 

＜顧客＞ 

 顧客には社会的価値と経済的価値を同時に提供することが重要である。社会的価値だけを訴

求しても商品そのものに魅力が無ければインセンティブを感じる人は相当限られてしまう。経

済的価値に社会的価値が上乗せされることで初めてプレミアム感が生まれ、消費者へのインセ

ンティブにつながる。両者を同時に提供することこそが、社会的価値への需要を拡大し、ビジ

ネスとしての成功につながると考えられる。 

  

 考慮事項：経済的価値の基準も、消費者ひとりひとり、また購入する目的によっても異なる。

Tシャツひとつとっても、3500円という価格はコンサート会場で記念品として買うかぎりは妥

当と感じるかもしれないが、下着として着る目的で買うには高く感じるかもしれない。ファス

トファッションのような大量生産品と差別化したマーケティングが大きな役割を果たすであろ

う。 

 

 

                                                           
30

 天候インデックス型の農業保険などの導入が始まっているが、まだ実験段階である。 
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6-4. ステークホルダー間の関係性 

 本稿では、ステークホルダーのインセンティブを考察することを主な目的としていたが、調

査の段階でその関係性にも大きな特徴があることがわかった。物理的な意味では、通常のサプ

ライチェーンと POCのサプラーチェーンに大きな違いは見られないが、その中に存在する各

ステークホルダー間の関係性が密である点に大きな違いがある。ステークホルダー同士がお互

いの存在を認識し、自身の行動が他のステークホルダーに及ぼす影響を把握することができる。

そのため、各々の行動に他者への配慮が大きく見られる。図 6のようにサプライヤー間に強い

つながりが生じていると考えられる。従来は各ステークホルダーが経済的なつながりの中で関

連性を持っていたが、POCの場合は社会的な側面でもお互いの関わりが強く価値を共有して

いると考えられる。サプライチェーンのトレーサビリティが強化され可視化されたことで、ス

テークホルダーの結び付きも明らかになり、バリューチェーン全体を一連の物語として顧客に

訴求することができ、効果的なマーケティングに結びつけることにも成功している。 

 

図 6 ステークホルダー関係図 POCのケース 

 

 
 

（出典）筆者作成 

 

6-5. まとめ 

6-5-1. 成功要因 

 最後に POCプログラム全体を通してプロジェクトの成功に大きく影響したと考えられる要

因をまとめる。前節で明らかにしたインセンティブを各ステークホルダーに提供するのと同時

に、以下の要因がプロジェクトの成功に大きく影響していると考えられる。 

 

＜成功要因＞ 

 1. 社会背景と、新たな価値観のリンク 

 2. 現場のニーズから生まれた 

 3. 参加アクターの多様性  

 4. マーケティング  

  

 成功要因 1は、環境保護や生産者支援などの社会的価値を付加した商品を受け入れる需要が

潜在的に存在しているということである。企業のプロジェクトには経済的価値の創出が必要な
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ため、社会全体の流れが社会的価値のある商品を受容する方向に向かっていることは非常に重

要である。環境保護や生産者支援以外にも様々な社会的価値が存在するが、提供しようとする

社会的価値が一般的に認められており、消費者がその価値を受容する環境が整っていることが

必要である。例えば、数十年前に環境問題をビジネスの中に組み込むことが困難であったよう

に、社会背景はプロジェクトの成功に大きく左右する。 

 

 成功要因 2は現場のニーズから生まれたということである。ここで言う現場は日本とインド

双方の現場である。日本にはオーガニックコットンを必要とする企業が存在し、インドには有

機農業に移行すらできない零細農家が多く存在していた。双方のニーズが噛み合ったことがプ

ロジェクトの妥当性を満たす大きな要因である。まずはニーズとしての社会的課題を明確にし、

それをビジネスの力でどう解決できるかを検討していくほうが成功に近いと考えられる。 

 

 成功要因 3は参加アクターの多様性である。商品企画とマーケティングに強みを持つクルッ

クと、インドのオーガニックコットンに関する知識と経験を持つ伊藤忠商事が、調達と販売で

補完関係にあったことが POCプログラムの開始に有利に働いたと考えられる。また、独特な

社会システムをもつインドの農村地域で事業を行っていくためには、現地でオーガニックコッ

トンの普及に努めるラジ・エコファームが大きな役割を果たしている。それぞれに強みを持つ

多様な関係者の存在があって初めて POC プログラムの実現と成功につながったと考えられる。

適切なビジネスパートナーを見つけることがプロジェクトの成功を現実的なものにする。 

 

 成功要因 4はマーケティングである。日本は欧米に比べると社会的価値を商品の選択基準と

考える消費者は少なく、今は社会的価値の認知度を高める段階にあると考えられる。POCは

コンサートグッズとして販売することができ、かつ消費者に POCの意義を説明していること

が大きな魅力であり、成功要因である。POC以外にも社会的価値を消費者に訴求するプロジ

ェクトは存在するが、まずは消費者に聞く耳を持ってもらえるという点で、知名度の高いミュ

ージシャンが関わっていることが大きな成功につながっている。社会的意義だけを前面に押し

出すよりも、一般の消費者が興味を引きやすい音楽やスポーツ、その他趣味にまつわる活動な

どを通して社会的意義をアピールしていくことで消費者に受け入れらやすくなる。 

 

6-5-2. 今後に向けて 

 POCプログラムは成功事例として順調に推移しているが、今後も POCの価値を損なわずに

拡大するには、どのような戦略があるのだろうか。 

生産地へのインパクトを高めるためには、より多くの参加希望農家をプログラムに参加させ

たいところだが、POCの販路が確保できなければ、買い取りにも限界がある。日本国内で関

心が高まりつつあるとはいえ、社会的価値は一般消費者にとってはまだ特殊な価値観であり、

根気強く消費者とのコミュニケーションを図り、需要を拡大していく必要がある。クルックや

ap bankの強みを生かし、様々なメディアを通じた発信が大きな役割を果たすだろう。 
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また、消費者にとっての価値（手頃な価格や商品としての魅力）をさらに追及することが重

要だと思われる。この点については、商社の得意分野で取扱量を大幅に増やすことで販売価格

を下げるという戦略を立てている。POC混合率を 10%でも POCのタグを認めるというのは、

販路拡大の 1つの有効な方法である。また、日本以外の市場にまで取引先を広げることなどを

模索中とのことである。 

 

 もう一つ重要なのが、サプライヤーと関わり続ける期間と度合である。POCは 3年間とい

う移行期間に特化したプログラムであり、当然ながら期間は限定される。現状はオーガニック

コットンの需要も増えているため、POC卒業後の農家も有機農業を継続し、順調に取引を続

けているようである。しかし全ての農家が今後も有機農業を真面目に実践し続け、長期的に満

足を得られるかどうかは今のところ未知数である。POC卒業後の農家が有機農業をきちんと

していない状況や、経済的に不安定になるような状況が生まれてしまうと、POCへの影響も

懸念されるため、4年目以降の農家のフォローも一つの考慮事項であると考えられる。 

 

 また、経済性と社会性のバランスを常に維持し続けられるのか、という問題も POCプログ

ラムは内包している。日本の系列企業や中小企業にみられたように、発注元である大企業が好

況の時は安定した経営を行えるが、不景気になるとコスト削減や海外移転のため取引が消滅し

倒産してしまうケースがある。ビジネスである以上は当然の結果ということもできるが、社会

性の強いプロジェクトの場合は、サプライヤーとの関係が崩れると社会的価値が損なわれるこ

とにもつながる。例えば、日本での販売が思わしくない時に経済性を無視して全ての POCを

買い上げるのか、あるいは間に立つ現地企業との関係が悪化した時にその地域からプログラム

を撤退させるのか、といった判断を迫られる場合があるかもしれない。現実的に考えると、お

そらく経済的価値を優先せざるを得ないかもしれないが、その場合でも社会的価値の損失を最

小限に抑える配慮が必要だろう。 

おわりに 

本稿では、企業の戦略的 CSRが国際協力の課題である途上国の貧困削減に貢献する事例と

して POC プログラムを取り上げた。フェアトレードや農業・農村開発に携わる援助関係者は、

この事例から多くことを学びとることができる。また、途上国での BOPビジネスやソーシャ

ルビジネスに関心を持つ企業にとっても、有用なヒントが得られるのではないだろうか。 

POCの成功をきっかけに、途上国の生産者に配慮した新たな発想のビジネスが増えていく

ことを期待したい。また、消費者が社会的価値そのものへの理解を深め、こうしたビジネスの

市場が広がっていくことを期待したい。 
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